
（２）　職員給与費の状況
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（３）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　給与費は当初予算に計上された額である。
　　職員手当には退職手当を含まない。

1,357，165千円

区分

17年度

18年度

区分

住民基本台帳人口
(17年度末）

２４，２０６人

94．7
（Ｈ１８）

職員数
Ａ

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

みなかみ町 類似団体平均 全国町平均

（参考）
16年度の人件費率

-

一人当たり給与費
Ｂ／Ａ

5，897千円

みなかみ町の給与・定員管理等

（１）　人件費の状況

実質収支

５１３，０７６千円

人　件　費　率
Ｂ ／ Ａ

15.9%

１　総括

人　件　費
B

歳出額
Ａ

２，０２５，２２９千円１２，７１５，８０８千円

167,293千円

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計　　　Ｂ

2,028,822千円

期末・勤勉手当

504,364千円

職員手当給　　料
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成１８年４月１日現在）

① 一般行政職

区　　分 平均年齢 　 平均給料月額 　 平均給与月額

みなかみ町 ４４．３歳 ３４４，２００円
４０６，２００円
３８９，０００円

国 ４０．４歳 ３２８，４７７円 ３９０，３４２円

類  似
団  体

４３．１歳 ３３７，７４８円
３９６，０９０円
３７４，７１６円

② 技能労務職

     区       分 平均年齢 　 平均給料月額 　 平均給与月額  

みなかみ町 ４８．４歳 ２７１，６００円
３１４，３００円

３０８，８００円

うち　　用務員 ５３．１歳 ２８８，９００円
３３１，６００円

３２６，１００円

うち　清掃職員 ４４．２歳 ２６９，５００円
　３１１，９００円

　３１０，４００円

うち　学校給食員 ４７．９歳 １７０，２００円
１７３，３００円

１７３，３００円

国 ４８．４歳 ２８６，５００円 ３３５，７２３円

類似団体 ４７．６歳 ２８５，６６４円
３１３，４３４円

３０５，１４２円

民間事業者平均 ４８．８歳 －　円 ３３９，２４２円
  

　 　

③ 教育職

区　　分 平均年齢 　 平均給料月額 　 平均給与月額

みなかみ町 　　　４１．４歳 　　３１４，５００円 　　３２２，６００円

類  似
団  体

４２．０歳 ３２３，２１４円 ３４０，３１４円

（注）　　　１ 　　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である 。

2 　　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当
などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方
公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて
いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

3 　民間事業者平均給与月額については、群馬県人事委員会が実施した「平成18年職種別民間給与実態調査」
　に基づき算出された数値である。算出数値の基礎となるデータが19件と少ない。
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（２）　職員の初任給の状況　（平成１８年４月１日現在）

区　　　　　　分
みなかみ町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職
大　学　卒 １７０，２００円 １８３，８００円 １７０，７００円 １８４，４００円

高　校　卒 １４２，８００円 １５３，８００円 １３８，８００円 １４８，５００円

技能労務職
高　校　卒 １４２，８００円 １５３，８００円 －　円 －　円

中　学　卒 １３８，４００円 １４８，０００円 －　円 －　円

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成１８年４月１日現在）

区 経験年数　12年　　　　　　分 経験年数　17年 経験年数　22年  

一般行政職
大　学　卒 ２７３，８００円 ３１３，７００円 ３８０，２００円

高　校　卒 ２４２，８００円 ２７９，４００円 ３４１，９００円

技能労務職
高　校　卒 ２１６，７００円 ２５４，６００円 ２８３，６００円

中　学　卒 １８３，８００円 １８９，６００円 ２３０，５００円

（注）１　一般行政職大学・高校卒　経験年数１２年階層は１０年～１５年、１７年は１５年～２０年、
　　　　　２２年は２０年～２５年の平均値。

　　  ２　空欄は経験年数の階層に該当者無し。
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3　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数の状況　　（平成１８年４月１日現在）

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

６　級 参事・支所長・課長 ２８人　 13.0%

５　級 主幹・課長補佐 ７７人　 35.6%

４　級 副主幹・係長 ２０人　 9.3%

３　級 主査・係長代理 ５１人　 23.6%

２　級 主任 ３０人　 13.9%

１　級 主事・主事補 １０人　 4.6%

（注）　　　　１ 　みなかみ町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である 。

2 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

100%

6級　13.0%

８級 1.1%

7級　17.1%

8級  2.7%

7級　9.3%
7級　9.3%90%

6級　25.8%

5級　35.6% 6級　32.0%

80%

6級　47.4%

70%

5級　18.7%

60%

5級　17.3%

50%
4級　9.3%

4級　11.8%

5級　21.8%

3級　23.6%

40%

4級　21.3%30%

3級  21.7% 
4級  7.9%

20%

3級　14.8%2級　13.9% 3級　15.8%2級　5.8%10%

１級　5.8% 1・2級 1.3%1級　4.6%　 2級 1.3%
0% 1・2級 1.3%

平成18年構成 1年前の構成比 1年前の構成比 1年前の構成比

(みなかみ町) （月夜野町） （水上町） （新治村）

4 / 8



（２）　昇給期間短縮の状況　

区　　　　　　　　　　　分 全　職　種

１６　年度

職　　　員　　　数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

－ 人

　普通昇給期間（１２～２４月）を短縮
　して昇給した職員数　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

－ 人

比　　　　　　　　率
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

－　%

１７　年度

職　　　員　　　数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

３８５人　

　普通昇給期間（１２～２４月）を短縮
　して昇給した職員数　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

７人　

比　　　　　　　　率
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

1.8%

　 　　　
　 　

4　職員の手当の状況

　　　（１）　期末手当・勤勉手当　

みなかみ町 国
１人当たり平均支給額（１７年度）

－
１，４９１千円

(１７年度支給割合) (１７年度支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

３．０月分 １．４月分 ３．０月分 １．４月分

（　１．６　）月分 （　０．７　）月分 （　１．６　）月分 （　０．７　）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５　～　１５％ 　・役職加算　　　 ５　～　２０％

　・管理職加算　１０　～　２５％

（注）　　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　（２）　退職手当　（平成１８年４月１日現在）　

みなかみ町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続　20年 ２１．００月分 ２７．３０月分 勤続　20年 ２１．００月分 ２７．３０月分

勤続　25年 ３３．７５月分 ４２．１２月分 勤続　25年 ３３．７５月分 ４２．１２月分

勤続　35年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 勤続　35年 ４７．５０月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分

その他の加算額 定年退職前早期退職特例措置 その他の加算額 定年退職前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　2号（勧奨のみ））

１人当たり平均支給額 ２，０４３千円 ２４，６２８千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。
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（３）　調整手当　（平成１７年４月１日現在）　

　

支　給　実　績　（１６年度決算） 千円　

支給職員１人当たり平均支給年額 円　

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

％ 　人　 ％

％ 　人　 ％

％ 　人　 ％

％ 　人　 ％

％ 　人　 ％

※　制度がないため実績なし。

　 　

（４）　特殊勤務手当　（平成１８年４月１日現在）　

支給実績 　(１７年度決算) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（１７年度決算） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

職員全体に占める手当支給職員の割合　（１７年度） 5%

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

（５）　時間外勤務手当

支給実績　（１７年度決算） ４７，４４４千円　

職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 　－　　千円　

（６）　その他の手当　（平成１８年４月1日現在） 

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（１７年度決算）

支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
(１７年度決算)

扶養手当

１　配偶者　　　月額　１３，５００円
２　配偶者以外の扶養親族
　　２人まで　 　月額  ６，０００円
　　３人目から　月額　５，０００円
　　配偶者なし
　　（１人目） …月額１１，０００円
　　被扶養者配偶者なし
　　（１人目） …月額　６，５００円

同じ 無 　５０，２６６千円 　１４５，２７７円

住居手当
自己所有住宅の場合
月額２，５００円
（新築・購入後５年間のみ）

同じ 無 　９，５９７千円 　２７，７３６円

通勤手当

　2～  5km 　　 2,000円
　5～10km　　　4,100円
10～15km  　　 6,500円
15～20km 　　　8,900円
20～25km  　　11,300円
25～30km  　　13,700円
30～35km 　　 16,100円
35～40km  　　18,500円
40～45km  　　20,900円
45～50km  　　21,800円
50～55km  　　22,700円
55～60km  　　23,600円
60～         　　24,500円

同じ 無 　１４，５３６千円 　４２，０１１円

管理職手当  
給料の月額
　　課長級　　　　１２％
　　課長補佐級　１０％

同じ 無 　３５，０２６千円 　４３７，８２５円

休日勤務手当 同じ 無 実績なし 実績なし

管理職員
特別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必要により
週休日等に勤務した場合１回につき
　　　課長相当職　　　　８，０００円
　　　課長補佐相当職　６，０００円

無 実績なし 実績なし

寒冷地手当

世帯区分に応じて次ぎのとおり
　扶養親族のある職員　　　 　１７，８００円
　その他世帯主である職員　  １０，２００円
  その他の職員　　　　　　　    　７，３６０円

同じ 無 　２２，９８３千円 　６６，４２４円

宿日直手当 宿直・日直　1回 同じ　４，２００円 無 　６，６１１千円 　１９，１０６円
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５　特別職の報酬等の状況　（平成１８年４月１日現在）　
　 　

　 　

町 長 　４７６，０００円

助 役 　３８８，０００円

収 入 役 　３６２，０００円

議 長 　２６６，０００円

副 議 長 　２０９，０００円

議 員 　１９０，０００円

町 長

助 役

収 入 役

議 長

副 議 長

議 員

　　（算定方式）　　　　　　　　　　　　　　　（支給時期）　　

町 長 任期毎

助 役 任期毎

収 入 役 任期毎

　 　　　

　 　

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

平成１７年 平成１８年

議会 6 3 △ 3

総務 71 60 △ 11

税務 24 18 △ 6

民生 54 48 △ 6

衛生 48 44 △ 4

農林水産 28 27 △ 1

商工 12 18 6

土木 23 23 0

小　　計 266 241 △ 25 ［参考：類似団体の職員数　　　］

教育 89 88 △ 1

小　　計 89 88 △ 1 ［参考：類似団体の職員数　　　］

水道 12 13 1

下水道 10 10 0

交通 1 0 △ 1

その他 21 20 △ 1

小　　計 44 43 △ 1

 　　　399　　　　
３７２
［３９４］

 △２７　 　

(注）　　１

2

　 3

　 　　

区　　　　　　分

報酬

　　(１７年度支給割合)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．４５月分

給　料　月　額　等

９１５，０００円／４５８，０００円

７４５，０００円／３８８，０００円

６８３，９００円／３６２，０００円

４３０，０００円／１８２，０００円

　(参考)　類似団体における最高　／　最低額

退職
手当

期末
手当

６　職員数の状況　

給料月額×在職年数×520/100

職員数は一般職に属する職員数である。

［　　］内は、条例定数の合計である。

給料

給料月額×在職年数×300/100

給料月額×在職年数×270/100

　部門　　　　　　　　　　　　区分
職員数

　　(１７年度支給割合)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．４５月分

４９９，０００円／２２７，０００円

４００，０００円／１５７，０００円

平成１７年は４月１日現在（合併前）の数値の合計である。

合併時の職員配置に
よる増減

主な増減理由

　 合併時の職員配置による増
減

　 合併時の職員配置による増減

　合　　　　計　　　

公
営
企
業
等
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

特
別
行
政
部
門

対前年
増減数
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（２）年齢別職員構成の状況　（平成１８年４月１日現在

区分
20歳
～
未満

２０歳
～
２３歳

２４歳
～
２７歳

２８歳
～
３１歳

３２歳
～
３５歳

３６歳
～
３９歳

４０歳
～
４３歳

４４歳
～
４７歳

４８歳
～
５１歳

５２歳
～
５５歳

５６歳
～
５９歳

 ６０歳以上   　計

職員数 0人 3人 19人 31人 40人 46人 38人 40人 54人 60人 41人 0人 372人

　

（３）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標　（数・率）

計画期間
数値目標

始期 終期

平成17年4月1日 平成22年4月1日
61人の削減

(削減率１５．３％）

②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

・職員数　338人　　（対　17年　△61人　△15．3％）
　　　　　　　　　　　　　（H17年4月1日　職員数　399人）

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 (各年4月1日現在)

部門　　　　　　　区分
H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H18～H22年

4月1日 10月1日 1年目 2年目 3年目 4年目 計

全部門

減員 15 9 9 9 14 10 66

増員 1 0 1 1 1 1 5

差引 △ 14 △ 9 △ 8 △ 8 △ 13 △ 9 △ 61

職員数 399 385 376 368 360 347 338

（注）　　１ 計画期間は、17年～22年の５年間です。

2 ( 　   %)　内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
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